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５ 森林生態系保護地域の管理・利用に関する事項

（１）保存地区

ア 保存地区の森林については、次の場合を除き、原則として人手を加え

ずに自然の推移に委ねるものとする。

(ｱ) モニタリング等

長期的変化の継続的観測・記録、生物遺伝資源の利用に係わる行為

等、学術研究その他公益上の事由により必要と認められる行為

(ｲ) 非常災害のための応急措置として行う行為

ａ 山火事の消火等

ｂ 大規模な林地崩壊、地すべり等の災害の復旧措置

(ｳ) 入林者に周知を図るための標識類の設置等

(ｴ) 既存の歩道等の整備

(ｵ) その他法令等の規定に基づき行うべき行為

イ 保存地区内における山菜、キノコ、落葉落枝等の採取は認めないもの

とする。

ウ 森林等への立入については、次のとおりとする。

(ｱ) 森林限界付近から高山帯及び湿原地帯においては、既設の歩道を利

用することとする。

(ｲ) 森林内においては、植物の採取、樹木の損傷、焚き火等生態系に悪

影響を及ぼす恐れのある行為は行わないこととする。

エ 今後の森林生態系保護地域における保護・管理の取扱いに役立てるた

め、一定期間厳正な保存を図る特別モニタリング区を設け、入林を規制

し、森林生態系の推移の観察を行うこととする。この他、生物多様性の

実態と動態を把握するため各種モニタリング調査を実施する。

オ 森林生態系保護地域内の保護・管理は、地元関係者等の協力の下で行

われることが重要であり、森林官等による巡視のほか、登山者、供用林

野組合、釣り人等の各団体が、マナーの向上について自主的に指導、ボ

ランティア巡視等の協力を行うこととする。

（２）保全利用地区

ア 保全利用地区の森林は、原則として、保存地区の森林に外部の環境の

変化が直接及ばないよう緩衝の役割を果たすとともに、試験研究、森林

の教育的利用、小規模な森林レクリエーションの場として利用できるも

のとする。
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イ 大規模な開発を伴わない、森林レクリエーションのために必要な最低

限の歩道、休憩所などの設置はできるものとする。

ウ 保全利用地区においては、木材生産を目的とする森林施業は行わない

ものとする。

ただし、地区内に含まれる人工林については、育成複層林施業等針広

混交林化を図るために必要な施業を行い、将来は天然林に導くこととす

る。

エ 保全利用地区においては、特別モニタリングの他、生物多様性の実

態と動態を把握するため各種モニタリング調査を実施する。

オ 猛禽類の生息が見られる箇所については、繁殖活動に支障がないよう

特に配慮することとする。

カ スノーモービルの乗り入れは自粛させるものとする。

６ その他の留意事項

(1) 森林生態系保護地域に外接する森林について

森林生態系保護地域に外接する森林については、森林生態系保護地域の

急激な環境の変化をもたらすような施業は行わない等、慎重な取扱いを行

うものとする。

(2) 普及啓発活動について

森林生態系保護地域設定の趣旨の徹底を図るため、保護地域の入口等に

標識を設置するとともに、森林官等による巡視、リーフレットの配布等に

よる普及啓発活動を行うこととする。

(3) 常設の管理委員会の設置について

定期的に森林生態系保護地域の管理状況、モニタリング調査及び随時発

生する案件等について協議するため、有識者等からなる管理委員会を設け、

よりよい取扱いに反映させるものとする。

(4) その他について

森林生態系保護地域の管理、利用等を適切に行うため、環境省等関係行

政機関、地方公共団体等との連携に努めることとする。











朝日山地森林生態系保護地域管理委員会設置要領

平成１５年４月２４日制定

〔名称〕

第１条 委員会の名称は、朝日山地森林生態系保護地域管理委員会（朝日山地森

林生態系保護地域管理計画書第６の（３）に定める管理委員会をいう。以下

「委員会」という。）とする。

〔目的及び設置〕

第２条 委員会においては、朝日山地森林生態系保護地域（以下「保護地域」とい

う。）の管理状況及びモニタリング調査に係る事項について協議し、森林管

理局長に提言することにより、その円滑な保全管理を図ることを目的とする。

〔審議事項〕

第３条 委員会は、森林管理局長の求めに応じ、次の事項について審議を行うもの

とする。

（１）森林生態系の保護及び入林者のマナーに関する事項

（２）保護地域のボランティア巡視等に関する事項

（３）特別モニタリング区に関する事項

（４）その他保護地域の管理に関する事項

〔構成〕

第４条 委員会の構成は次のとおりとする。

（１）別紙の委員を持って構成する。

（２）委員は１６名以内とし、任期は５年とする。再選は妨げない。

〔運営〕

第５条 委員会の運営は、次のとおりとする。

（１）委員会は、定例会年１回とし、必要に応じ臨時会を開催する。

（２）委員会の開催は、森林管理局長が召集する。

（３）委員会に座長を置く、座長は委員の互選による。

（４）座長は、委員会の議事を統括する。

〔その他〕

第６条

（１）委員会の事務は、主に東北森林管理局指導普及課において処理する。

（２）この要領に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、座

長が委員会に諮って定める。

（３）委員会の委員は、森林管理局長が委嘱する。





現 況 写 真














